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要　　請　　書

　横浜地裁平成２０年（ヨ）第７４２号「解雇予告効力停止及び賃金仮払い仮処分申立事件」は、大手自動車メーカーであるいすゞ自動車株式会社が、期間社員らへの解雇予告の効力停止と賃金仮払いを求めた事件です。
　同様の内容で申立てを行った宇都宮地裁栃木支部では、５月１２日に仮処分決定が出ていますが、横浜地裁においては仮処分の審尋が終了した３月６日以後８０日以上経過しているにも関わらず、いまだ決定が出ていません。まさに異例の事態とも言えるでしょう。
申立人は、「請負」「派遣」「期間社員」と呼ばれ方は変わりながらも、数年にわたりいすゞ自動車で働き続けてきました。「派遣は期間社員にする」とか「社員登用制度」に期待し、正社員になれる日を心待ちにしながら、がんばってきました。

しかし、現在の申立人の生活は、60％の休業補償しかなく、たいへん厳しい状態です。申立人は会社の寮に住んでいます。解雇されると会社の寮を追い出されることにもなり、職と同時に住居も一気に失うことになります。緊急的で保全の必要性が非常に高い本件において、仮処分決定が遅れている事は、申立人を精神的にも経済的にも切迫した状況に追い込んでいると言わざるをえません。
いすゞ自動車は、２００９年３月決算において１５２億円の連結経常利益を見込んでいます。年収３００万円あまりの収入で暮らし、懸命に働き、生きてきた申立人が、少なくとも２００９年４月までの雇用契約を結んでいる申立人が、貯蓄もまったくない状況で、年末の寒空に職場と寮を放り出されなければならないような経営状況ではありません。
　いま、アメリカ発の金融危機、景気悪化のもと、多くの大企業で、期間社員、派遣社員が解雇や雇い止めにあっており、雇用問題が大きな社会問題となっています。こうしたなか、本件の動向は、全国的な注目をあびています。一日も早く公正な決定を下していただくよう強く要請いたします。
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